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第１章 報告書作成の背景 

 

今般、国際社会は気候変動や感染症、食料・エネルギーをはじめとする複合的な

課題に直面しており、SDGs は 2030 年までの達成が危ぶまれています。 

社会の変革の実現に向けてより一層取組を加速化する必要がある中で、国の持

続可能な開発目標（SDGs）推進本部にて、2023 年 12 月 19 日に「持続可能な開発

目標（SDGs）実施指針」が一部改定されました。 

改定版の「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」において、地方自治体には「進

捗を管理するガバナンス手法を確立すること」、「情報発信と成果の共有として

SDGs 達成に向けた取組を的確に測定すること」、「ローカル指標の設定」等が期待

されている旨が言及されています。 

 

沖縄県は、2021 年５月に国から「SDGs 未来都市」の選定を受けるとともに、提

案内容が「自治体 SDGs モデル事業」に採択されました。 

2021 年 9 月に「沖縄県 SDGs 実施指針」を策定するとともに、2022 年５月には

10 年計画となる「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」に SDGs を盛り込み、全庁

的に SDGs を推進しています。 

また、同年 5 月に「おきなわ SDGs アクションプラン」を公表し、県民一人ひと

りが SDGs を「自分ごと」として捉え、多様なステークホルダー（国、自治体、教

育機関、企業、NPO、組合等）が参画及び連携していく、全県的な SDGs の展開を目

指しています。 

2022 年度には、多様なステークホルダー同士の情報収集・共有、連携等を支援

する「おきなわ SDGs プラットフォーム」を立ち上げるとともに、2019 年から進め

ている「おきなわ SDGs パートナー登録制度」を通じ、SDGs を推進する県内企業・

団体の見える化に取り組んでおります。 

2023 年度からは、SDGs の理念を尊重し、経済・社会・環境の３つの分野を意識

した経営を実践する企業・団体等を認証する「おきなわ SDGs 認証制度」を創設す

るとともに、多様な主体の参画と連携を促進し、具体的な取組を創出するため、「お

きなわ SDGs プラットフォームプロジェクトチーム」の募集も開始しております。 

 

国の改定版「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」に加え、「沖縄県 SDGs 実施

指針」においても、取組状況等のモニタリング（進捗のフォローアップ）を実施す

る重要性が位置づけられており、SDGs 達成に向けた進捗状況等を多くの人々の参

画のもと透明性をもって点検し、フィードバックを図る旨が記載されています。 

これらを踏まえ、沖縄県内の SDGs に関する取組状況等をモニタリングすること

を目的に「沖縄県内の SDGs 進捗状況のモニタリング報告書」（以下、本報告書とい

う。）を作成しました。 
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2022 年度に作成した、「おきなわ SDGs アクションプラン」の達成状況を含めた

県内の SDGs の状況を可視化し、様々なステークホルダーの方々に広く共有するこ

とを目指します。 

 

報告書では、沖縄県内の状況を「①17 のゴールごとのモニタリング」、「②「お

きなわ SDGs アクションプラン」のモニタリング」によりモニタリングするととも

に、「『おきなわ SDGs プラットフォーム』を含めた沖縄県の取組」や「『おきなわ

SDGs プラットフォーム会員』の取組事例」などを「③沖縄県内の取組状況」とし

て取りまとめています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 本報告書の位置づけ 
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第２章 モニタリングにかかる外部動向 

 

前述のとおり、改定版の「持続可能な開発目標（SDGs）実施指針」では、地方自

治体が、「進捗を管理するガバナンス手法を確立すること」を期待されている旨が

言及されており、いくつかの先進自治体や自治体の支援を目的とした団体におい

て、「SDGs の進捗を管理する方法」が検討されています。 

「SDGs の進捗を管理する方法」の先進事例として、「自発的ローカルレビュー

（VLR)」と「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」、「SDGs 達成度評価指標」につい

て調査し、本報告書におけるモニタリング方法の参考とします。 

 

１． 自発的ローカルレビュー（VLR) 

「持続可能な開発のための 2030 アジェンダ」は、国連加盟国が国及び地域レベ

ルにおいて、各々の国のイニシアティブで、定期的に SDGs を巡る進捗に関する自

発的国家レビュー（VNR）を行うことを促しています。 

国のような自発的なレビューは、自治体には求められていませんが、国内でも

「自治体による自発的な SDGs 進捗レビュー（VLR）」レポートを「Online Voluntary 

Local Review (VLR) Lab」1上に掲載するといった事例があり、国の「持続可能な

開発目標（SDGs）実施指針改定版」において「地方自治体との連携を強化し、自発

的ローカルレビュー（VLR)の積極的な実施を後押しする」といった位置づけがあり

ます。一方で、自発的ローカルレビュー（VLR)は毎年作成するものではないため、

年次的に取りまとめる本報告書を自発的ローカルレビュー（VLR)とするのではな

く、その要素を視野に入れながら取りまとめることが必要と考えられます。 

国連ハビタット（UN-Habitat）は、自発的ローカルレビュー（VLR)の作成におい

て地方政府を支援するための本格的な方法論を開発し、ガイドラインとして公表

しています2。ガイドラインでは VLR に含める要素として以下が示されています。 

 

＜VLR の一般的な要素＞ 

- SDGs の目標やターゲットに対する取り組み状況 

- SDGs の達成に向けた戦略や計画 

- SDGs に関連する政策やプログラム 

- SDGs に関連するデータ収集やモニタリング 

 

２． 地方創生 SDGs ローカル指標リスト 

内閣府が設置した、「自治体 SDGs 推進のためのローカル指標検討 WG」は、SDGs

                         
1 公益財団法人 地球環境戦略研究機関（Online Voluntary Local Review (VLR) Lab 

| IGES） 
2 国連ハビタット（UN-Habitat）（VLRguidelines_vol2.pdf (unhabitat.org)） 
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に取り組む多くの自治体による利用を想定して指標の事例をまとまった形で紹介

した、「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」を公開しています。（第一版：2019 年

８月、第二版：2022 年９月） 

SDGs はゴール（意欲目標）、ターゲット（達成目標）、インディケーター（指標）

の３層構造で構成されていますが、国連統計委員会が提案している約 230 のイン

ディケーター（指標）は、グローバルな視点から提示されているもので、必ずしも

日本の国レベルや自治体レベルにおける SDGs の取組で使いやすいものにはなって

いません。そこで、「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」では、自治体レベルで使

用可能な指標としてローカル指標が、グローバル指標と対応する形で、その指標の

データ入手可能性と併せて示されています。 

自治体 SDGs の取組の推進にあたり、目標達成に向けた進捗状況を管理するため

の指標を設定するにあたっては、国レベルの視点を反映した共通指標と、自治体レ

ベルの視点を反映した独自指標の２つを考慮する必要がありますが、地方創生

SDGs ローカル指標リスト」は、前者の事例を紹介するものです。 

共通指標の特徴としては、以下の２点が挙げられます。 

１ 全国の自治体の取組を共通の尺度で評価できる指標 

２ 全国的に公開されていて誰でも利用可能なデータに基づく指標3 

 

３． SDGs 達成度評価指標 

国際連合地域開発センター（UNCRD）が中心となり、自治体や民間企業と共に官

民連携で運営されている「自治体 SDGs モニタリング研究会」は、これまで様々な

機関が SDGs の達成度を定量的に測る指標の開発を行ってきたものの、日本の地方

自治体の評価に適した指標が無いという課題を解消することを目指し、「SDGs 達成

度評価指標」という指標の開発を行っています。 

指標は計 56 指標で構成されていて、各ゴールに対して３から５つ程度の指標が

割りあてられており、すべての指標について指標の増減と良否の関係が明確なも

のが選定されています。指標のデータ出典には、主に省庁が公表する統計データが

使用されています。 

  

                         
3 自治体 SDGs 推進評価・調査検討会「地方創生 SDGs ローカル指標リスト（2022 年 9

月改定版）」 
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第３章 モニタリングプロセス 

１． 本報告書におけるモニタリングの概要 

本報告書では、沖縄県内の状況と沖縄県内の取組状況をモニタリングすること

を目的に、「自発的ローカルレビュー（VLR)」の一般的な要素を視野に入れながら、

「①17 のゴールごとのモニタリング」、「②『おきなわ SDGs アクションプラン」の

モニタリング」、「③沖縄県内の取組状況」を取りまとめます。 

 

① 17 のゴールごとのモニタリング 

指標については「全国値のデータを取得することが可能であること」、「年次

でデータを取得することが可能であること」の２つの視点から選択しています。 

前述の「SDGs 達成度評価指標」のゴール毎の評価方法を参考とし、各ゴー

ルに対して３～５程度の指標を選択しています。なお、複数のゴールと関連す

る指標は紐づきが強いと考えられるゴールに関連づけて、整理します。 

選定にあたって「全国値のデータを取得することが可能であること」につい

ては、「全国の自治体の取組を共通の尺度で評価できる指標」として作成され

ている「地方創生 SDGs ローカル指標リスト」を始め、各種統計資料から抽出

しています。 

上記の基準で選定した指標について、沖縄県の現状値と前年値、全国値を整

理し、県の前年度からの進展度と全国値との比較結果を評価します。 

 

② 「おきなわ SDGs アクションプラン」のモニタリング 

「おきなわ SDGs アクションプラン」において、「ローカル指標」の現状値を

整理し、当初値からの進捗と目標値に対する進捗度を評価します。 

 

③ 沖縄県内の取組状況 

「『おきなわ SDGs プラットフォーム』の活動を含めた、沖縄県の SDGs に関

する取組状況」と「おきなわ SDGs プラットフォームの会員が自発的に実施し

ている活動」の２つの視点から、沖縄県内の取組状況を取りまとめます。 
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第４章 沖縄県内の SDGs に関するモニタリング 

１． 17 のゴールごとのモニタリング 

全国比較可能な指標における、県の進展度（※1）・全国値との比較（※2）の結

果は以下のとおりです。各ゴールの指標の数値については、次頁以降に取りまとめ

ています。 
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（※1）SDGs の 17 のゴールごとに選定した各指標について、前年度と現状値を比較

し、進展、概ね維持、後退の３段階で評価を行い、それぞれの指標数の割合をゴール

ごとに算定し、各ゴールの進捗度を以下の基準により評価する。 

 

 

（※2）全国値と比較して沖縄県の現状値が進んでいる指標について、各ゴールの全指

標（評価対象外の指標を除く）に対する割合を算出し、全国値と比較した結果を評価

する。割合は、各ゴールについて以下の計算式で算出し、一の位で四捨五入する。 

（全国値と比較して沖縄県の現状値が進んでいる指標数／全指標数）×100（％） 

※全国値と比較した結果が各ゴールの評価に馴染まないものは対象から外している 

 

 

県の進展度が上昇したのは、ゴール５「ジェンダー平等を実現しよう」、ゴール６「安

全な水とトイレを世界中に」、ゴール９「産業と技術革新の基盤をつくろう」、ゴール 13

「気候変動に具体的な対策を」、ゴール 14「海の豊かさを守ろう」の 17 ゴール中５ゴ

ールです。進展度が横ばいとなったのは、ゴール１「貧困をなくそう」、ゴール３「す

べての人に健康と福祉を」、ゴール４「質の高い教育をみんなに」、ゴール７「エネルギ

ーをみんなにそしてクリーンに」、ゴール８「働きがいも経済成長も」、ゴール 10「人や

国の不平等をなくそう」、ゴール 11「住み続けられるまちづくりを」、ゴール 12「つく

る責任つかう責任」、ゴール 15「陸の豊かさも守ろう」、ゴール 17「パートナーシップ

で目標を達成しよう」の 17 ゴール中 10ゴールです。進展度が後退しているのは、ゴー

ル２「飢餓をゼロに」、ゴール 16「平和と公正をすべての人に」の 17 ゴール中２ゴール

です。 

全国値と比較して沖縄県が進んでいる指標の割合が 50%以上となっているゴールは、

ゴール２「飢餓をゼロに」、ゴール３「すべての人に健康と福祉を」、ゴール７「エネル

ギーをみんなにそしてクリーンに」、ゴール 11「住み続けられるまちづくりを」、ゴール

13「気候変動に具体的な対策を」、ゴール 14「海の豊かさを守ろう」の 17 ゴール中６ゴ

ールです。 

全国値と比較して沖縄県が進んでいる指標の割合が 30%未満となっているゴールは、

ゴール１「貧困をなくそう」、ゴール８「働きがいも経済成長も」の 17ゴール中２ゴー

ルです。 

全国値を達成している指標が多いゴールは、ゴール２「飢餓をゼロに」、ゴール７「エ

判定 判定基準 

 進展している指標の割合が 50%以上、かつ後退している指標の割合が 30%未満 

 進展している指標の割合が 30%未満、かつ後退している指標の割合が 50%以上 

 上記以外 
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ネルギーをみんなにそしてクリーンに」、ゴール 14「海の豊かさを守ろう」となってい

ます。ゴール２「飢餓をゼロに」は、農業従事者数と耕地面積に対して、農業産出額が

高い状況が反映されています。ゴール７「エネルギーをみんなにそしてクリーンに」は、

エネルギー（電力と化石燃料）使用量が少ない状況が反映されています。ゴール 14「海

の豊かさを守ろう」は、水質に関連する指標を選定しているため、水質が全国と比較し

て高い状況が反映されています。 

全国値を達成している指標が少ないゴールは、ゴール１「貧困をなくそう」、ゴール

８「働きがいも経済成長も」となっています。ゴール１「貧困をなくそう」は、経済的

な指標を選定しているため、一人当たり県民所得が全国と比較して低い状況が反映され

ているものと推測されます。ゴール８「働きがいも経済成長も」は、労働生産性や所得

などの経済的な指標を選定していることから、沖縄県の課題となっている経済的な状況

が反映されているものと推測されます。 
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１ 貧困をなくそう 

あらゆる場所で、あらゆる形態の貧困に終止符を打つ 

＜ゴール別進展度＞ 50％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 0％（全国より改善している指標／全指標） 

  

進展している指標は「栄養状態が不良な 5 歳児の割合」、「1か月当たり可処分所得（勤

労者世帯）」です。後退している指標は「人口 1 人当たり生活保護費」、「生活保護率」で

す。４指標中２指標が進展となっており、全指標の進展度は 50%となっています。 

 全国値を達成している指標はありません。全国値を未達成の指標は「人口 1 人当たり生

活保護費」、「生活保護率」、「栄養状態が不良な 5歳児の割合」、「1か月当たり可処分所得

（勤労者世帯）」です。評価の対象となる４指標中０指標が達成・４指標が未達成となっ

ており、全国比較の状況は０％となっています。 

 

（※１）全国値を達成しているか否かは、以下の凡例で示す。（以降のゴールも同様） 

                         
4 総務省「都道府県別決算状況調」 
5 厚生労働省「被保護者調査」 
6 文部科学省「学校保健統計」 
7 総務省統計局「家計調査年報（家計収支編）」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 
全国比 

（※１） 

進展度 

（※２） 

1 人口1人当た

り生活保護

費4 

1,878 円 

（R3 年度） 

6,777 円 

（R2 年度） 

7,017 円 

（R3 年度） 

 
 

2 生活保護率5 1.62% 

（R5年9月） 

2.25% 

（R4年9月） 

2.28% 

（R5年9月） 

 
 

3 栄養状態が

不良な5歳児

の割合6 

0.38% 

（R4 年度） 

0.6% 

（R3 年度） 

0.4% 

（R4 年度） 

 
 

4 1 か月当たり

可処分所得

（勤労者世

帯）7 

435,001 円 

（R4 年度） 

316,910 円 

（R3 年度） 

337,316 円 

（R4 年度） 

 

 

図 内容 

 全国値を達成している指標 

 全国値を未達成の指標 
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（※２）進展度は、以下の計算式を用いて算出する。 

進展度（％）＝（α年度値－(α-1)年度値）/（（α-1)年度値） 

算出結果を、以下の凡例で示す。（以降のゴールも同様） 

 

 

  

図 内容 

 進展  （進展度を小数第二位で四捨五入した結果が 0.1%以上） 

 概ね維持（進展度を小数第二位で四捨五入した結果が 0.0%） 

 後退  （進展度を小数第二位で四捨五入した結果が-0.1%以下） 
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２ 飢餓をゼロに 

飢餓をゼロに 

＜ゴール別進展度＞ 25％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 約 70％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「農業従事者 1人当たり農業産出額」です。後退している指標は「食

料自給率（生産額ベース）」、「農業産出額」、「土地生産性（農業産出額／耕地面積）」です。

４指標中１指標が進展となっており、全指標の進展度は 25％となっています。 

全国値を達成している指標は「農業従事者 1人当たり農業産出額」、「土地生産性（農業産

出額／耕地面積）」です。全国値を未達成の指標は「食料自給率（生産額ベース）」です。「農

業産出額」は、達成・未達成の判断ができないため、評価の対象外とします。評価の対象と

なる３指標中２指標が達成・１指標が未達成となっており、全国比較の状況は約 70％とな

っています。 

  

                         
8 農林水産省「都道府県の食料自給率」 

9 農林水産省「生産農業所得統計」 

10 農林水産省「生産農業所得統計」「農業構造動態調査」 

11 農林水産省「面積調査」「生産農業所得統計」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 食 料 自 給 率

（生産額ベー

ス）8 

63% 

（R3 年度） 

64% 

（R2 年度） 

52% 

（R3 年度概

算値） 

 

 

2 農業産出額9 90,147 億円 

（R4 年） 

922 億円 

（R3 年） 

890 億円 

（R4 年） 対象外 
 

3 農業従事者 1

人当たり農業

産出額10 

420 万円 

（R4 年度） 

584 万円 

（R3 年度） 

640 万円 

（R4 年度） 

 
 

4 土地生産性 

（農業産出額

／耕地面積）11 

208.4 万 円

/ha 

（R4 年） 

252.6 万 円

/ha 

（R3 年） 

245.2 万 円

/ha 

（R4 年） 

 
 



 

12 

３ すべての人に健康と福祉を 

あらゆる年齢のすべての人々の健康的な生活を確保し、 

福祉を推進する 

＜ゴール別進展度＞ 40％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 60％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「特定健康診査実施率」、「生活習慣病による人口 10万人当たり死

亡者数」です。後退している指標は「人口 10 万人当たり交通事故死亡者数」、「人口 1人

当たり国民医療費」、「人口 10万人当たり死亡者数」です。５指標中２指標が進展となっ

ており、全指標の進展度は 40%となっています。 

 全国値を達成している指標は「人口 1人当たり国民医療費」、「人口 10万人当たり死亡

者数」、「生活習慣病による人口 10万人当たり死亡者数」です。全国値を未達成の指標は

「人口 10万人当たり交通事故死亡者数」、「特定健康診査実施率」です。評価の対象とな

る５指標中３指標が達成・２指標が未達成となっており、全国比較の状況は 60％となって

います。 

  

                         
12 警察庁「交通死亡事故の発生状況及び道路交通法違反取締り状況等について」 

13 厚生労働省「国民医療費」 

14 厚生労働省「特定健康診査・特定保健指導の実施状況に関するデータ」 

15 総務省「人口動態調査」 

16 総務省「人口動態調査」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 人口 10万人当

たり交通事故

死亡者数12 

2.14 人 

（R5 年） 

2.32 人 

（R4 年） 

2.59 人 

（R5 年） 

 
 

2 人口 1 人当た

り国民医療費

13 

358.8 千円 

（R3 年度） 

320.3 千円 

（R2 年度） 

334.1 千円 

（R3 年度） 

 
 

3 特定健康診査

実施率14 

56.2% 

（R3 年度） 

48.8% 

（R2 年度） 

50.9% 

（R3 年度） 

  

4 人口 10万人当

たり死亡者数

15 

12,900 人 

（R4 年） 

9,400 人 

（R3 年） 

10,400 人 

（R4 年） 

 
 

5 生活習慣病に

よる人口 10万

人当たり死亡

者数16 

564 人 

（R2 年度） 

433 人 

（R1 年度） 

427 人 

（R2 年度） 
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４ 質の高い教育をみんなに 

すべての人々に包摂的かつ公平で質の高い教育を提供し、 

生涯学習の機会を促進する 

＜ゴール別進展度＞ 40％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 40％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「人口 1 人当たり教育費（小中学校）」、「高等学校（全日制・定時

制）卒業後の大学等進学率（短期大学、大学・短期大学の通信教育部を含む）」です。後

退している指標は「高等学校進学率」、「教員 1 人当たり生徒数（小学校）」、「教員 1 人当

たり生徒数（中学校）」です。５指標中２指標が進展となっており、全指標の進展度は 40%

となっています。 

 全国値を達成している指標は「人口 1人当たり教育費（小中学校）」、「教員 1 人当たり

生徒数（中学校）」で、評価の対象となる５指標中２指標が達成・３指標が未達成となっ

ており、全国比較の状況は 40％となっています。 

 

                         
17 総務省「都道府県別決算状況調」 

18 文部科学省「学校基本統計」 

19 文部科学省「学校基本統計」 

20 文部科学省「学校基本統計」 

21 文部科学省「学校基本統計」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 人口 1 人当たり教

育費（小中学校）17 

81,819 円 

（R3 年度） 

121,038 円 

（R2 年度） 

121,385 円 

（R3 年度） 

 
 

2 高等学校進学率18 98.9% 

（R5 年） 

97.7% 

（R4 年） 

97.5% 

（R5 年） 

 
 

3 教員 1 人当たり生

徒数（小学校）19 

14.72 人 

（R3 年度） 

15.41 人 

（R2 年度） 

15.61 人 

（R3 年度） 

 
 

4 教員 1 人当たり生

徒数（中学校）20 

13.01 人 

（R3 年度） 

12.76 人 

（R2 年度） 

12.81 人 

（R3 年度） 

 
 

5 高等学校（全日制・

定時制）卒業後の大

学等進学率（短期大

学、大学・短期大学

の通信教育部を含

む）21 

60.8% 

（R5 年度） 

44.6% 

（R4 年度） 

46.3% 

（R5 年度） 
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５ ジェンダー平等を実現しよう 

ジェンダーの平等を達成し、 

すべての女性と女児のエンパワーメントを図る 

＜ゴール別進展度＞ 75％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 約 30％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「保育所等入所待機児童数」、「地方公共団体の議会議員の女性の割合

(都道府県議会・市区町村議会)」、「地方公共団体の管理職（課長相当職以上）に占める女性

の割合（市区町村）」です。後退している指標は「民間企業の管理職（課長相当職以上）に

占める女性の割合」です。４指標中３指標が進展となっており、全指標の進展度は 75%とな

っています。 

 全国値を達成している指標は「民間企業の管理職（課長相当職以上）に占める女性の割

合」です。「保育所等入所待機児童数」は、達成・未達成の判断ができないため、評価の

対象外とします。評価の対象となる３指標中１指標が達成・２指標が未達成となってお

り、全国比較の状況は約 30％となっています。 

  

                         
22 こども家庭庁「保育所等関連状況取りまとめ」 
23 総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」 
24 厚生労働省「雇用均等基本調査」 

25 沖縄県商工労働部「沖縄県労働条件等実態調査報告書」 
26 内閣府男女共同参画局「地方公共団体における男女共同参画社会の形成又は女性に関す

る施策の推進状況」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 保育所等入所待機

児童数22 

2,680 人 

（R4 年度） 

439 人 

（R3 年度） 

411 人 

（R4 年度） 対象外 
 

2 地方公共団体の議

会議員の女性の割

合(都道府県議会・

市区町村議会)23 

15.6% 

（R4 年） 

10.9% 

（R3 年） 

13.4% 

（R4 年） 

  

3 民間企業の管理職

（課長相当職以上）

に占める女性の割

合2425 

12.7% 

（R4 年度） 

20.0% 

（R3 年度） 

19.1% 

（R4 年度） 

  

4 地方公共団体の管

理職（課長相当職以

上）に占める女性の

割合（市区町村）26 

17.6% 

（R5 年） 

15.7% 

（R4 年） 

15.8% 

（R5 年） 
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６ 安全な水とトイレを世界中に 

すべての人々に水と衛生へのアクセスを確保する 

＜ゴール別進展度＞ 75％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 約 30％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「上水道普及率」、「人口 1 人当たり平均水使用量（生活用水）」、

「し尿処理非水洗化人口比率（非水洗化人口＝計画収集人口＋自家処理人口）」です。後

退している指標は「下水道処理人口普及率」です。４指標中３指標が進展となっており、

全指標の進展度は 75%となっています。 

 全国値を達成している指標は「上水道普及率」です。全国値を未達成の指標は「下水道

処理人口普及率」、「人口 1 人当たり平均水使用量（生活用水）」、「し尿処理非水洗化人口

比率（非水洗化人口＝計画収集人口＋自家処理人口）」です。評価の対象となる４指標中

１指標が達成・３指標が未達成となっており、全国比較の状況は約 30％となっています。 

 

  

                         
27 厚生労働省「水道の基本統計」 

28 国土交通省「下水道の普及状況」 

29 国土交通省「日本の水資源の現況」 

30 環境省「一般廃棄物処理実態調査」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 上水道普及率27 96.6% 

（R3 年度） 

98.3% 

（R2 年度） 

98.4% 

（R3 年度） 

  

2 下水道処理人口

普及率28 

81.0% 

（R4 年度） 

72.4% 

（R3 年度） 

72.1% 

（R4 年度） 

  

3 人口 1 人当たり

平均水使用量

（生活用水）29 

118.8m3/年 

（R4 年） 

132.2m3/年 

（R3 年） 

129.1m3/年 

（R4 年） 

  

4 し尿処理非水洗

化人口比率 

（非水洗化人口

＝計画収集人口

＋自家処理人

口）30 

4.1% 

（R3 年度） 

5.6% 

（R2 年度） 

4.4% 

（R3 年度） 
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７ エネルギーをみんなにそしてクリーンに 

手ごろで信頼でき、 

持続可能かつ近代的なエネルギーへのアクセスを確保する 

＜ゴール別進展度＞ 約 33％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 約 70％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「再生可能エネルギー電源比率」です。後退している指標は「人口

1,000 人当たり電力エネルギー消費量」、「人口 1,000 人当たり化石燃料使用量（石油系燃

料、非石油系燃料のうち石炭・石炭コークス・天然ガス・液化天然ガス）」です。３指標

中１指標が進展となっており、全指標の進展度は約 33%（小数点一位で四捨五入）となっ

ています。 

 全国値を達成している指標は「人口 1,000 人当たり電力エネルギー消費量」、「人口

1,000 人当たり化石燃料使用量（石油系燃料、非石油系燃料のうち石炭・石炭コークス・

天然ガス・液化天然ガス）」です。全国値を未達成の指標は「再生可能エネルギー電源比

率」です。評価の対象となる３指標中２指標が達成・１指標が未達成となっており、全国

比較の状況は約 70％となっています。 

  

                         
31 経済産業省資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 
32 経済産業省資源エネルギー庁「都道府県別エネルギー消費統計」 

33 経済産業省資源エネルギー庁「電力調査統計」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 人口 1,000 人当たり

電力エネルギー消費

量31 

31.55TJ 

（R3 年度） 

23.15TJ 

（R2 年度） 

24.59TJ 

（R3 年度） 

  

2 人口 1,000 人当たり

化石燃料使用量 

（石油系燃料、非石油

系燃料のうち石炭・石

炭コークス・天然ガ

ス・液化天然ガス）32 

6.52TJ 

（R3 年度） 

5.95TJ 

（R2 年度） 

6.06TJ 

（R3 年度） 

  

3 再生可能エネルギー

電源比率33 

20.3% 

（R3 年） 

8.2% 

（R2 年） 

11.1% 

（R3 年） 
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８ 働きがいも経済成長も 

すべての人々のための包摂的かつ持続可能な経済成長、 

雇用およびディーセント・ワークを推進する 

＜ゴール別進展度＞ 60％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 0％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「労働生産性（付加価値額／従業員数）」、「有効求人倍率」、「完全

失業率」です。後退している指標は「都道府県別経済成長率（名目）」、「一人当たり県民

所得」です。５指標中３指標が進展となっており、全指標の進展度は 60%となっていま

す。 

 全国値を達成している指標はありません。全国値を未達成の指標は「労働生産性（付加

価値額／従業員数）」、「都道府県別経済成長率（名目）」、「一人当たり県民所得」、「有効求

人倍率」、「完全失業率」です。評価の対象となる５指標中０指標が達成・５指標が未達成

となっており、全国比較の状況は０％となっています。 

  

                         
34 経済産業省「企業活動基本調査」 

35 内閣府「国民経済計算」 

36 沖縄県「県民経済計算」 

37 内閣府「国民経済計算」 

38 沖縄県「県民経済計算」 

39 厚生労働省「一般職業紹介状況」 

40 総務省統計局「労働力調査」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 労働生産性 

（付加価値額／従業

員数）34 

8,932 千円 

（R3 年度） 

5,705 千円 

（R2 年度） 

5,836 千円 

（R3 年度） 

  

2 都道府県別経済成長

率（名目）3536 

-3.9% 

（R2 年度） 

1.6% 

（R1 年度） 

-5.4% 

（R2 年度） 

  

3 一人当たり県民所得

3738 

2,975 千円 

（R2 年度） 

2,332 千円 

（R1 年度） 

2,167 千円 

（R2 年度） 

  

4 有効求人倍率39 1.16 倍 

（R4 年） 

0.71 倍 

（R3 年） 

0.80 倍 

（R4 年） 

  

5 完全失業率40 2.6% 

（R4 年） 

3.7% 

（R3 年） 

3.2% 

（R4 年） 
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９ 産業と技術革新の基盤をつくろう 

レジリエントなインフラを整備し、 

持続可能な産業化を推進するとともに、イノベーションの拡大を図る 

＜ゴール別進展度＞ 75％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 約 30％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「人口 1 万人当たり大学・大学院教員数」、「人口 1 人当たり製造業

粗付加価値額」、「インターネット普及率」です。後退している指標は「人口 10万人当た

り研究関係従業者数」です。４指標中３指標が進展となっており、全指標の進展度は 75%

となっています。 

 全国値を達成している指標は「人口 10 万人当たり研究関係従業者数」です。全国値を

未達成の指標は「人口 1万人当たり大学・大学院教員数」、「人口 1 人当たり製造業粗付加

価値額」、「インターネット普及率」です。評価の対象となる４指標中１指標が達成・３指

標が未達成となっており、全国比較の状況は約 30％となっています。 

 

                         
41 文部科学省「学校基本統計」 

42 経済産業省「経済構造実態調査」 

43 総務省統計局「経済センサス」 

44 総務省「科学技術研究調査」 

45 総務省「情報通信白書」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 人口 1 万人当た

り大学・大学院教

員数41 

15.4 人 

（R5 年度） 

9.2 人 

（R4 年度） 

9.3 人 

（R5 年度） 

  

2 人口 1 人当たり

製造業粗付加価

値額4243 

849,501 円 

（R3 年度） 

90,366 円 

（R2 年度） 

112,862 円 

（R3 年度） 

  

3 人口 10 万人当た

り研究関係従業

者数44 

12.9 人 

（R5 年度） 

26.4 人 

（R4 年度） 

25.3 人 

（R5 年度） 

  

4 インターネット

普及率45 

84.9% 

（R4 年） 

79.0% 

（R3 年） 

83.3% 

（R4 年） 
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10 人や国の不平等をなくそう 

国内および国家間の不平等を是正する 

＜ゴール別進展度＞ 60％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 40％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「障害者の法定雇用率達成企業の割合」、「65 歳以上就業率（年平均

値）」、「障がい者実雇用率」です。後退している指標は「非正規雇用率（非正規雇用者／

15 歳以上労働人口）」、「生活保護被保護高齢者数(65 歳以上人口 1,000 人当たり)」です。

５指標中３指標が進展となっており、全指標の進展度は 60%となっています。 

 全国値を達成している指標は「障害者の法定雇用率達成企業の割合」、「障がい者実雇用

率」です。全国値を未達成の指標は「非正規雇用率（非正規雇用者／15歳以上労働人

口）」、「65歳以上就業率（年平均値）」、「生活保護被保護高齢者数(65 歳以上人口 1,000 人

当たり)」です。評価の対象となる５指標中２指標が達成・３指標が未達成となってお

り、全国比較の状況は 40％となっています。 

  

                         
46 総務省「労働力調査」 

47 沖縄県企画部「労働力調査」 
48 厚生労働省「障害者雇用状況の集計結果」 

49 総務省「労働力調査」 

50 沖縄県企画部「労働力調査」 

51 厚生労働省「障害者雇用状況の集計結果」 

52 厚生労働省「被保護者調査」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 非正規雇用率 

（非正規雇用者／15

歳以上労働人口）4647 

19.0% 

（R4 年度） 

30.5% 

（R3 年度） 

32.0% 

（R4 年度） 

  

2 障害者の法定雇用率

達成企業の割合48 

50.1% 

（R5 年） 

61.0% 

（R4 年） 

65.2% 

（R5 年） 

  

3 65 歳以上就業率（年

平均値）4950 

25.2% 

（R4 年） 

23.1% 

（R3 年） 

24.1% 

（R4 年） 

  

4 障がい者実雇用率51 2.33% 

（R4 年度） 

2.86% 

（R3年6/1） 

2.97% 

（R4 年） 

  

5 生活保護被保護高齢

者数(65 歳以上人口

1,000 人当たり)52 

29.3 人 

（R1 年度） 

59.4 人 

（H30 年度） 

60.3 人 

（R1 年度） 
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11 住み続けられるまちづくりを 

都市を包摂的、安全、レジリエントかつ持続可能にする 

＜ゴール別進展度＞ 40％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 60％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「舗装道路割合」、「自主防災組織率」です。概ね維持している指標

は「防災カルテを作成している市区町村の割合」です。後退している指標は「人口増減

率」、「1,000 世帯当たり公営住宅戸数」です。５指標中２指標が進展となっており、全指

標の進展度は 40%となっています。 

 全国値を達成している指標は「舗装道路割合」、「人口増減率」、「1,000 世帯当たり公営

住宅戸数」です。全国値を未達成の指標は「自主防災組織率」、「防災カルテを作成してい

る市区町村の割合」です。評価の対象となる５指標中３指標が達成・２指標が未達成とな

っており、全国比較の状況は 60％となっています。 

  

                         
53 国土交通省「道路統計年報」 

54 総務省消防庁「地方防災行政の現況」 
55 総務省消防庁「地方防災行政の現況」 

56 総務省統計局「人口推計」 

57 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 舗装道路割合53 28.6% 

（R2 年度） 

51.6% 

（R1 年度） 

52.4% 

（R2 年度） 

  

2 自主防災組織率

54 

84.7% 

（R4 年） 

37.2% 

（R3 年） 

40.6% 

（R4 年） 

  

3 防災カルテを作

成している市区

町村の割合55 

19.7% 

（R3 年度） 

12.2% 

（R2 年度） 

12.2% 

（R3 年度） 

  

4 人口増減率56 -4.4% 

（R3 年 10 月

～R4年 9月） 

0.7% 

（R2 年 10 月

～R3年 9月） 

-0.1% 

（R3 年 10 月

～R4年 9月） 

  

5 1,000 世帯当た

り公営住宅戸数

57 

15.2 戸 

（R3 年度） 

25.4 戸 

（R2 年度） 

25.1 戸 

（R3 年度） 
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12 つくる責任つかう責任 

持続可能な消費と生産のパターンを確保する 

＜ゴール別進展度＞ 40％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 40％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「廃棄物の最終処分割合（最終処分量／ごみの総排出量）」、「1人 1日

当たりごみ排出量（家庭部門）」です。後退している指標は「一般廃棄物のリサイクル率」、

「産業廃棄物のリサイクル率」、「人口 1,000 人当たり産業廃棄物の不法投棄」です。５指標

中２指標が進展となっており、全指標の進展度は 40%となっています。 

 全国値を達成している指標は「廃棄物の最終処分割合（最終処分量／ごみの総排出

量）」、「1人 1日当たりごみ排出量（家庭部門）」です。全国値を未達成の指標は「一般廃

棄物のリサイクル率」、「産業廃棄物のリサイクル率」、「人口 1,000 人当たり産業廃棄物の

不法投棄」です。評価の対象となる５指標中２指標が達成・３指標が未達成となってお

り、全国比較の状況は 40％となっています。 

  

                         
58 環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」 

59 環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」 

60 環境省「一般廃棄物処理実態調査結果」 

61 環境省「産業廃棄物の排出及び処理状況」 
62 環境省「産業廃棄物の不法投棄等の状況」 
63 沖縄県環境部「沖縄県不法投棄実態調査報告書」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 廃棄物の最終処分割合 

（最終処分量／ごみの

総排出量）58 

8.36% 

（R3 年度） 

5.90% 

（R2 年度） 

5.83% 

（R3 年度） 

  

2 1 人 1 日当たりごみ排

出量（家庭部門）59 

636g 

（R3 年度） 

605g 

（R2 年度） 

604g 

（R3 年度） 

  

3 一般廃棄物のリサイク

ル率60 

19.9% 

（R3 年度） 

16.6% 

（R2 年度） 

15.8% 

（R3 年度） 

  

4 産業廃棄物のリサイク

ル率61 

53.1% 

（R3 年） 

51.1% 

（R2 年） 

45.2% 

（R3 年） 

  

5 人口 1,000 人当たり産

業廃棄物の不法投棄

6263 

0.29t 

（R3 年度） 

1.07t 

（R2 年度） 

1.20t 

（R3 年度） 
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13 気候変動に具体的な対策を 

気候変動とその影響に立ち向かうため、緊急対策を取る 

＜ゴール別進展度＞ 50％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 50％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「１人当たりの二酸化炭素排出量」、「地球温暖化対策推進法に基づ

く地方公共団体実行計画（区域施策編）を策定している地方公共団体の割合」です。概ね

維持している指標は「可住地面積１km2 当たりの公園面積」、「温暖化対策地方実行計画に

おける気候変動適応計画を策定している地方公共団体の割合」です。後退している指標は

ありません。４指標中２指標が進展となっており、全指標の進展度は 50%となっていま

す。 

 全国値を達成している指標は「１人当たりの二酸化炭素排出量」、「可住地面積１km2 当

たりの公園面積」で、評価の対象となる４指標中２指標が達成・２指標が未達成となって

おり、全国比較の状況は 50％となっています。 

 

                         
64 環境省「部門別 CO2 排出量の現況推計」 

65 総務省「公共施設状況調経年比較表」 

66 環境省「地方公共団体における地球温暖化対策の推進に関する法律施行状況調査」 

67 国立研究開発法人国立環境研究所「地域気候変動適応計画一覧」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 １人当たりの二酸化

炭素排出量64 

8.3t-CO2/

人 

（R2 年） 

8.0t-CO2/

人 

（R1 年） 

7.1t-CO2/

人 

（R2 年） 

  

2 可住地面積１km2 当

たりの公園面積65 

1,889m2 

（R3 年度） 

4,054m2 

（R2 年度） 

4,056m2 

（R3 年度） 

  

3 地球温暖化対策推進

法に基づく地方公共

団体実行計画（区域

施策編）を策定して

いる地方公共団体の

割合66 

34% 

（R4 年） 

17% 

（R3 年） 

21% 

（R4 年） 

  

4 温暖化対策地方実行

計画における気候変

動適応計画を策定し

ている地方公共団体

の割合67 

13.4% 

（R5 年度） 

4.8% 

（R4 年度） 

4.8% 

（R5 年度） 

  



 

23 

14 海の豊かさを守ろう 

海洋と海洋資源を保全し、持続可能な形で利用する 

＜ゴール別進展度＞ 約 67％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 100％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「海域 COD（環境基準達成の割合）」、「水質の生活環境項目達成状

況」です。概ね維持している指標は「水質の健康項目達成状況」です。後退している指標

はありません。３指標中２指標が進展となっており、全指標の進展度は約 67%（小数点一

位で四捨五入）となっています。 

 全国値を達成している指標は「水質の健康項目達成状況」、「海域 COD（環境基準達成の

割合）」、「水質の生活環境項目達成状況」です。全国値を未達成の指標はありません。評

価の対象となる３指標中３指標が達成・０指標が未達成となっており、全国比較の状況は

100％となっています。 

 

  

                         
68 環境省「公共用水域水質測定結果」 

69 環境省「公共用水域水質測定結果」 

70 環境省「公共用水域水質測定結果」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 水質の健康項目達成

状況68 

99.1% 

（R3 年度） 

100% 

（R2 年度） 

100% 

（R3 年度） 

  

2 海域 COD（環境基準達

成の割合）69 

78.6% 

（R3 年度） 

83.3% 

（R2 年度） 

100% 

（R3 年度） 

  

3 水質の生活環境項目

達成状況70 

88.3% 

（R3 年度） 

95.7% 

（R2 年度） 

97.9% 

（R3 年度） 
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15 陸の豊かさも守ろう 

森林の持続可能な管理、砂漠化への対処、土地劣化の阻止および 

逆転、ならびに生物多様性損失の阻止を図る 

＜ゴール別進展度＞ 0％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 約 30％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標はありません。概ね維持している指標は「森林面積のうち SGEC/PEFC

認証制度で認証された森林面積の割合」、「総面積のうち（自然環境保全地域面積＋自然公

園面積）の割合」、「森林面積のうち保安林面積の割合」です。後退している指標はありま

せん。３指標中０指標が進展となっており、全指標の進展度は０%となっています。 

 全国値を達成している指標は「総面積のうち（自然環境保全地域面積＋自然公園面積）

の割合」です。全国値を未達成の指標は「森林面積のうち SGEC/PEFC 認証制度で認証され

た森林面積の割合」、「森林面積のうち保安林面積の割合」です。評価の対象となる３指標

中１指標が達成・２指標が未達成となっており、全国比較の状況は約 30％となっていま

す。 

  

                         
71 SGEC/PEFC ジャパン「SGEC/PEFC 認証企業リスト」 

72 環境省「自然保護各種データ」 

73 農林水産省林野庁「森林・林業統計要覧」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 森 林 面 積 の う ち

SGEC/PEFC 認証制度で

認証された森林面積

の割合71 

8.84% 

（R5 年度） 

3.52% 

（R4 年度） 

3.52% 

（R5 年度） 

  

2 総面積のうち（自然環

境保全地域面積＋自

然公園面積）の割合72 

15.0% 

（R4 年度） 

36.2% 

（R3 年度） 

36.2% 

（R4 年度） 

  

3 森林面積のうち保安

林面積の割合73 

49.09% 

（R3 年度） 

29.7% 

（R2 年度） 

29.7% 

（R3 年度） 
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16 平和と公正をすべての人に 

公正、平和かつ包摂的な社会を推進する 

＜ゴール別進展度＞ 0％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 約 30％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標はありません。後退している指標は「人口 1,000 人当たり刑法犯認知

件数（交通業過を含む）」、「過去 1 年間の児童相談所における児童虐待相談の対応件数」、

「学校での暴力行為発生件数（1,000 人当たり)」、「人口 1,000 人当たり粗暴犯の認知件

数」です。４指標中０指標が進展となっており、全指標の進展度は 0%となっています。 

 全国値を達成している指標は「人口 1,000 人当たり刑法犯認知件数（交通業過を含

む）」です。全国値を未達成の指標は「学校での暴力行為発生件数（1,000 人当たり)」、

「人口 1,000 人当たり粗暴犯の認知件数」です。「過去 1年間の児童相談所における児童

虐待相談の対応件数」は、達成・未達成の判断ができないため、評価の対象外とします。

評価の対象となる３指標中１指標が達成・２指標が未達成となっており、全国比較の状況

は約 30％となっています。 

 

  

                         
74 警察庁「犯罪統計」 

75 厚生労働省「福祉行政報告例」 

76 文部科学省「児童生徒の問題行動・不登校等生徒指導上の諸課題に関する調査」 
77 警察庁「犯罪統計」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 進展度 

1 人口 1,000 人当たり

刑法犯認知件数（交

通業過を含む）74 

4.86 件 

（R4 年度） 

3.98 件 

（R3 年度） 

4.62 件 

（R4 年度） 

  

2 過去 1 年間の児童相

談所における児童虐

待相談の対応件数75 

207,660 件 

（R3 年度） 

1,835 件 

（R2 年度） 

2,509 件 

（R3 年度） 対象外 

 

3 学校での暴力行為発

生件数（1,000 人当

たり)76 

7.5 件 

（R4 年度） 

9.4 件 

（R3 年度） 

13.7 件 

（R4 年度） 

  

4 人口 1,000 人当たり

粗暴犯の認知件数77 

0.42 件 

（R4 年度） 

0.52 件 

（R3 年度） 

0.60 件 

（R4 年度） 
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17 パートナーシップで目標を達成しよう 

持続可能な開発に向けてグローバル・パートナーシップ 

を活性化する 

＜ゴール別進展度＞ 50％（対前年値で改善している指標／全指標） 

＜全国比較の状況＞ 約 30％（全国より改善している指標／全指標） 

 

進展している指標は「大学における留学生割合」、「県内市町村社協へ登録しているボラ

ンティア団体総数」です。後退している指標は「人口 10 万人当たり NPO 法人の団体数」、

「財政力指数（全国値：東京都を含まない）」です。評価の対象となる４指標中２指標が

進展となっており、全指標の進展度は 50%となっています。 

 全国値を達成している指標は「大学における留学生割合」です。全国値を未達成の指標

は「人口 10 万人当たり NPO 法人の団体数」、「財政力指数（全国値：東京都を含まない）」

です。「県内市町村社協へ登録しているボランティア団体総数」は、達成・未達成の判断

ができないため、評価の対象外とします。評価の対象となる３指標中１指標が達成・２指

標が未達成となっており、全国比較の状況は約 30％となっています。 

  

                         
78 独立行政法人日本学生支援機構（JASSO）「外国人留学生在籍状況調査結果」、沖縄県

「学校基本統計」 
79 全社協全国ボランティア・市民活動振興センター「全国の社会福祉協議会が把握するボ

ランティア数の現況及び推移」 
80 内閣府「特定非営利活動法人の認証数等」 

No. 指標名 全国値 前年値 現状値 全国比 
進展

度 

1 大学における留学生

割合78 

7.89% 9.23% 

（R3 年） 

10.28% 

（R4 年） 

  

2 県内市町村社協へ登

録しているボランテ

ィア団体総数79 

189,387 団体 

（R4 年度） 

709 団体 

（R3 年度） 

712 団体 

（R4 年度） 対象外 

 

3 人口 10 万人当たり

NPO 法人の団体数80 

40.3 団体 

（R5 年） 

32.2 団体 

（R4 年） 

31.8 団体 

（R5 年） 

  

4 財政力指数（全国値：

東京都を含まない） 

0.44260 

（R3 年度） 

0.38226 

（R2 年度） 

0.32759 

（R3 年度） 
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２． 「おきなわ SDGs アクションプラン」のモニタリング 

「おきなわ SDGs アクションプラン」のローカル指標について、当初値からの進

捗状況を、（１）全体で見た場合と、（２）12 の優先課題ごとに、整理した結果は

以下のとおりです。各指標の数値については、附属資料に取りまとめています。 

 

 

（１）全体の状況 

 

当初値と比較して、目標値に向けて進展している指標が 40 件あり、全体の

75.5%となっています。 

 

（２）優先課題ごとの状況 

 

「沖縄県 SDGs 実施指針」では、SDGs のゴール及びターゲット、「沖縄２１

世紀ビジョン」、県民意識調査結果等を中心に、新型コロナ ウイルス感染症の

感染拡大による影響や変化を織り込み、沖縄の歴史的・地理的・自然的・社会

的特殊事情を踏まえ、12 の優先課題を設定しています。 

「おきなわ SDGs アクションプラン」では、下記の 12 の優先課題のもと、県

民アンケートの結果を含めた多様な意見を踏まえ、SDGs 推進の目標と実現に

向けたアクションを設定しています。 

 

① 性の多様性（LGBT 等）、障がいの有無、国籍など、互いの違いを認め合い、

一人ひとりが大切にされ、あらゆる場所で活躍できる社会の実現（多様性

の尊重、個人の尊厳） 

 

 

② 医療・福祉の充実、健康長寿と生きがい、子どもを貧困から守る子育てし

やすい暮らし 

 

優先 

課題 

No. 

SDGs 

推進の 

目標数 

ローカ

ル 

指標数 

R5 年度進捗状況 

（対当初値） 
特記事項 

進展 維持 後退 

全体 39 59 
40 件 

(75.5%) 

3 件 

(5.7%） 

10 件 

(18.9%) 

評価対象指標 53 件 

集計対象外 6 件（当初値

取得以降データ未更新の

ため） 
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③ 地域への誇り（しまくとぅばの普及・推進等）と夢・目標をもてる学びの

確保、教育の充実 

 

 

④ 基幹産業として持続可能で責任ある観光（サステナブル／レスポンシブル

ツーリズム）の推進、観光との連携・相乗効果等も活用した産業振興（農

林水産業におけるブランド化等）、県経済の基盤となる安定的な雇用 

 

 

⑤ 日本とアジア・太平洋の架け橋となる物流・情報・金融の拠点 

 

 

⑥ 気候変動に適応する強靭なインフラと交通網の整備 

 

 

⑦ 多様な生物・生態系や世界自然遺産を含む自然に囲まれた環境の保全、エ

コアイランドの実現、自然と調和したライフスタイル 

 

 

⑧ 基地から派生する諸問題の解決の促進、平和を希求する沖縄として世界平

和への貢献・発信 

 

 

⑨ 共助・共創型の安全・安心な社会の実現 

 

 

⑩ ユイマール（相互扶助）の継承、人の和・地域の和 

 

 

⑪ 地域・世代・分野・文化等を超えた多様な交流と連携の創出 

 

 

⑫ 世界の島しょ地域における技術・経験の共有と国際貢献・グローバル・パ

ートナーシップ 
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優先 

課題 

No. 

SDGs 

推進の

目標数 

ローカル 

指標数 

進捗評価 

対象指標 

数（※） 

R5 年度進捗状況 

（対当初値） 

進展 維持 後退 

① 5 9 7 
6 件 

(85.7%) 

0 件 

(0.0%) 

1 件 

(14.3%) 

② 6 9 6 
5 件 

(83.3%) 

0 件 

(0.0%) 

1 件 

(16.7%) 

③ 3 5 5 
4 件 

(80.0%) 

0 件 

(0.0%) 

1 件 

(20.0%) 

④ 5 5 5 
4 件 

(80.0%) 

1 件 

(20.0%) 

0 件 

(0.0%) 

⑤ 2 2 2 
1 件 

(50.0%) 

1 件 

(50.0%) 

0 件 

(0.0%) 

⑥ 3 5 5 
5 件 

(100.0%) 

0 件 

(0.0%) 

0 件 

(0.0%) 

⑦ 2 4 3 
1 件 

(33.3%) 

1 件 

(33.3%) 

1 件 

(33.3%) 

⑧ 2 4 4 
2 件 

(50.0%) 

0 件 

(0.0%) 

2 件 

(50.0%) 

⑨ 3 5 5 
3 件 

(60.0%) 

0 件 

(0.0%) 

2 件 

(40.0%) 

⑩ 2 3 3 
3 件 

(100.0%) 

0 件 

(0.0%) 

0 件 

(0.0%) 

⑪ 4 6 6 
4 件 

(66.7%) 

0 件 

(0.0%) 

2 件 

(33.3%) 

⑫ 2 2 2 
2 件 

(100.0%) 

0 件 

(0.0%) 

0 件 

(0.0%) 

当初値と比較して、目標値に向けて進展している指標の割合が 60%以上であ

るのは、優先課題 12 個中９個です。 

（※）当初値取得以降データ未更新の指標は、進捗評価対象外とする。 
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第５章 沖縄県内の SDGs 活動状況 

 

１． 「おきなわ SDGs プラットフォーム」を含めた沖縄県の取組 

（１）新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画 

沖縄県では、2022 年度 10 年間の振興計画となる「新・沖縄２１世紀ビジョ

ン基本計画」を策定しました。「新・沖縄２１世紀ビジョン基本計画」では、

SDGs を取り入れ、社会・経済・環境の３つの枠組みを基軸として「安全・安心

で幸福が実感できる島の形成」の実現を目指して、施策を展開しています。 

 

（２）沖縄県 SDGs 実施指針 

「沖縄県 SDGs 実施指針」は、新・沖縄２１世紀ビジョンの将来像の実現に

向け、SDGs を推進することで、新たな時代に対応した持続可能な沖縄の発展

を目指すとともに、日本や世界の SDGs 達成に直結する沖縄の取組という観点

から、県が県民とともに SDGs を推進する指針として 2021 年 9 月に策定しま

した。「沖縄県 SDGs 実施指針」には「沖縄らしい SDGs の基本理念」、「SDGs 推

進における重要な視点」、「沖縄らしい SDGs の実現に向けた優先課題」を設定

しています。 

 

（３）おきなわ SDGs アクションプラン 

「おきなわ SDGs アクションプラン」は、「沖縄 SDGs 実施指針」に位置付け

た基本理念、優先課題などに対応した SDGs 推進の目標と実現に向けたアクシ

ョンの例やモニタリング指標等をとりまとめ、2022 年５月に策定しました。

策定にあたっては、有識者会議による議論の他、県民アンケート、市町村・関

係団体への意見照会等、多様な意見を収集しました。県民一人ひとりが SDGs

を「自分事」として捉え、多様なステークホルダー（国・自治体、教育機関、

企業・NPO、組合等）が参画及び連携していく、全県的な SDGs の展開を目指

していきます。 

 

（４）おきなわ SDGs プラットフォーム 

県内で SDGs の達成に向けた取組を行う企業、団体、個人などの多様なステ

ークホルダー同士の情報共有や交流・連携等を支援する場として 2022 年９月

に創設し、会員は約 1,400 名となっています。プラットフォームではポータル

サイトでの情報発信や交流会・セミナー等の開催、コーディネーターによる支

援等を行っています。 

 

① プラットフォームポータルサイトでの情報発信・共有 

プラットフォームポータルサイトでは、会員がサイト上にて SDGs に関する

情報を自由に投稿できるほか、事務局がセミナー等の情報や SDGs に取り組む
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団体の紹介記事を発信し、これらの情報をメールマガジンで定期的に発信し

ています。 

プラットフォームポータルサイトへのアクセス数は１ヶ月あたり約 3,500

ユーザ、約5,000アクセス（いずれも2023年７月～12月の６か月間の平均値）

となっており、SDGs の普及啓発、情報発信の場として活用されています。 

 

図 2 左：おきなわ SDGs プラットフォームの機能／ 

右：ポータルサイトのトップページ 

 

② 交流会・セミナー等の開催 

SDGs の取組促進や連携強化のため、事務局が主体となって交流会やセミナ

ーを開催しています。特に 2023 年度は、プラットフォーム会員の協力を得て

県民参加型のイベントを開催し、ビーチクリーン等に取り組んだほか、脱炭素

や人材育成に関するセミナー、会員の交流イベント等を実施しました。 

 

③ コーディネートの取組 

おきなわ SDGs プラットフォーム会員を対象に SDGs の課題解決に向けたマ

ッチング等を行うコーディネーターを相談窓口として設置し、SDGs に関する

各種相談対応や取組の支援を行っています。 
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④ おきなわ SDGs プラットフォームプロジェクトチームの設置 

「おきなわ SDGs プラットフォーム」内に県内の SDGs の推進や地域課題の

解決に寄与する具体的な取組を行うことを目的に設置するものです。県民、行

政、企業・団体、学校等、多様な主体がチームとしてプロジェクトを提案し、

連携して取り組むことを想定しおり、2023 年 11 月よりチームの募集を開始し

ています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 3 おきなわ SDGs プラットフォームプロジェクトチームの全体像 

 

（５）SDGs に関する登録・認証制度 

SDGs の推進に向けては、多様な主体の参画と取組の強化が必要であること

から、県では「おきなわ SDGs パートナー登録制度」及び「おきなわ SDGs 認証

制度」を創設し、SDGs に取り組む企業・団体の見える化と取組の支援を行っ

ています。 

 

① おきなわ SDGs パートナー登録制度 

SDGs の認知度向上や参画の促進に向け、2019 年度に制度を創設し、登録者

数は 2023 年度に 900 団体を超え、月１回のペースで登録を実施しています。 

 

図 4 パートナー登録の要件 
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図 5 制度のメリットとロゴマーク 

 

② おきなわ SDGs 認証制度 

SDGs の理念を尊重し、経済・社会・環境の３つの分野を意識した経営を実

践する企業・団体等を認証することで、当該企業・団体及び地域の持続可能な

発展を図ることを目的とし、2023 年度から制度の運用を開始しました。2023

年度は 26件の応募があり、そのうち 11企業・団体を２月に認証しました。 

 

 

 

図 6 おきなわ SDGs 認証制度の全体像 

 

（６）普及啓発の取組 

① 広報誌・広報番組 

SDGs の認知度向上に向け、県広報誌「美ら島沖縄」及び広報番組「うまん

ちゅひろば」を通じて広報を実施しました。2023 年度は「おきなわ SDGs プラ
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ットフォーム」の活動紹介、プロジェクトチームの募集開始等を発信しまし

た。 

 

② 情報発信の取組（ラジオ番組） 

普及啓発の一環として、県内で SDGs に積極的に取り組む企業・団体等を対

象に取り組みを行い、その取組をラジオ番組で発信しました。2023 年度は生

放送も含め、12回の放送を実施しました。 

 

③ 研修の取組 

SDGs の普及啓発と理解促進のため県民向け、職員向けの研修を実施してい

ます。 

 県政出前講座 

県民向けの「おきなわ県政出前講座」で SDGs をテーマとした講座を設定

し、講座の開催希望に応じ職員を派遣し講演を行いました。2023 年度は、小

中学校や大学、業界団体及び地域の商工会などに職員を派遣しています。 

 

 自治体職員向け研修 

SDGs を理解し、持続可能な取組を行うために必要な知識を得るため「沖縄

県・市町村職員向け SDGs 研修基礎編」、沖縄県の中堅職員を対象とした「SDGs

職員研修応用編」の研修を実施しました。また、新採用職員を対象とした SDGs

研修も毎年度実施しています。 

 

④ 後援等により支援した取組事例 

他の団体等の SDGs イベントや取組について、後援等により取組を支援して

います。 

 HAPPY EARTH FESTA（主催：HAPPY EARTH 実行委員会、後援：沖縄県他） 

HAPPY EARTH 実行委員会において、９月の国連総会の開催時期に合わせ、

「HAPPY EARTH FESTA」を実施しています。セミナーやキャンプ、クリーンア

ップ活動等、様々な SDGs にかかる県民参加型のイベントを実施しています。

沖縄県は、セレモニー登壇や普及啓発イベントの実施等で連携しています。 

 

 JICA おきなわ SDGs フォトコンテスト（主催：JICA 沖縄、共催：沖縄県・

浦添市） 

JICA 沖縄において「おきなわ国際協力・交流フェスティバル」の一環とし

て、2021 年より SDGs フォトコンテストを実施しており、SDGs の取組や風景・

場面等を写真とメッセージで表現した作品を募集し、JICA 沖縄所長賞、県知

事賞、浦添市長賞の他、優秀賞、準優秀賞が選定されています。沖縄県は、広

報や審査員として連携しています。 
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 SDGs QUEST みらい甲子園沖縄県大会（主催：SDGs QUEST 甲子園沖縄県実

行委員会、後援：沖縄県教育委員会） 

SDGs QUEST 甲子園沖縄県実行委員会において、2022 年より沖縄県の高校に

通う高校生を対象に社会課題解決のアイディアを考え、発表するコンテスト

を実施しています。最優賞、優秀賞、企業賞が選定されています。沖縄県は広

報や審査員として連携しています。 
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２． 「おきなわ SDGs プラットフォーム」会員の取組事例 

おきなわ SDGs プラットフォームでは、会員による SDGs に関連する活動を

支援するとともに、プラットフォームを通じて様々な取組を発信することで、

SDGs の普及啓発を図っています。 

以下では、会員の様々な取組事例の一部を紹介します。 

 

① 「沖縄まるごとゴミ拾い」（沖縄まるごとゴミ拾い実行委員会） 

「沖縄まるごとゴミ拾い」は、ビーチクリーンやタウンクリーンに取り組

んでいる団体が団結して大きなムーブメントを起こし、沖縄県全体で環境保

全の意識を高めることを目的に、「みんなで SDGs！」の企画の１つとして行わ

れました。 

県内 35 団体が、本島各地から離島まで県全域で幅広くゴミ拾いを行い、延

べ 1,194 人の方々が参加しました。集めたごみの量は、ゴミ袋 1,160 袋分に

も達しました。本イベントの様子は、東京渋谷のスクランブル交差点のデジ

タルサイネージでも放映されました。 

 

 
図 7 沖縄まるごとゴミ拾い当日の様子 

 

② 水辺の緑化活動～街なかの水辺と人の暮らし～（特定非営利活動法人おきなわ

環境クラブ） 

おきなわ環境クラブは、「自然と環境の保全は足元から！」をコンセプトに、

都市部の水辺の環境保全活動を中心に、沖縄の身近な自然環境を楽しんだり、

学んだり、保全したりする機会を提供しています。 

本活動は「みんなで SDGs！」の企画の１つとして行われ、20人が参加しま

した。漫湖水鳥・湿地センターに集合した参加者は、展示室にて漫湖の成り立

ちについてガイドの解説を聞いた後、南岸干潟や遊歩道にて植物や生物の観

測を行いました。イベントの最後には遊歩道沿いの緑地帯の草刈を行ってか

ら 35 本のサキシマハマボウを植樹し、自然環境の再生を願いました。 
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図 8 サキシマハマボウの植樹の様子 

 

③ エシカル消費と温暖化対策（実施主体：琉球大学エコロジカル・キャンパス学

生実行委員会、協力：NPO 法人フードバンクセカンドハーベスト沖縄、沖縄県

地球温暖化防止活動推進センター（OKICA）） 

「みんなで SDGs！」の企画の１つとして琉球大学祭の中で行われ、自転車

発電機体験やフリーマーケット、フードドライブ、地球温暖化対策に関する

パネル展示など、多種多様な催しが用意されました。 

学生はもちろん、近隣の住民やファミリーなど幅広い来場者があり、それ

ぞれの興味にあわせた「エシカル消費」を体験することで、環境問題への関心

を高め、改善へつながる行動について学ぶ機会となりました。 

 

 

図 9 自転車での発電の様子 

 

④ 地域×SDGs×探究の教育旅行プログラムの提供（プロモーションうるま） 

プロモーションうるまは、「100 年後のうるまをつくる」を事業コンセプト

に、地元の人と共に郷土愛をもって、うるまを活性化するまちづくり会社で

す。取組の１つである「うるま Quest Journey」は、うるまにおいて様々な

社会課題や地域活動に取り組む地域人材と出逢い、志やライフストーリーに

触れる、全く新しい教育旅行プログラムです。 
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子どもの居場所づくりや耕作放棄地の復活など、SDGs のリアルな現場を体

験し、地域人材との対話を通して、SDGs を自分ごと化することに寄与する内

容となっています。 

図 10 「うるま Quest Journey」に参加した修学旅行生の様子 

 

⑤ 沖縄こどもみらい仕事体験イベント（損害保険ジャパン株式会社沖縄支店） 

損害保険ジャパン株式会社沖縄支店が主催する「沖縄こどもみらい仕事体

験イベント」は、沖縄特有の課題である「子どもの貧困問題」にスポットを当

て、小学生という未来の選択肢が豊富な時期のうちに「将来自分は何になり

たいのか？」を考えてもらうことで、沖縄の子どもたちに高い志を持つきっ

かけを与えることを目的としたイベントです。 

２回目の開催となった 2023 年８月のイベントは、30 社の特別協賛企業と、

30 社の協賛企業のもとで開催され、参加者からは「お仕事の内容を細かく知

ることができて、将来の夢に近づくと思った」等の声が聞かれました。 

 

 

図 11 左：イベント会場の様子／右：自動車整備業における点検体験の様子 
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⑥ お笑い×SDGs の新しいコンテンツづくり（オリジン・コーポレーション） 

オリジン・コーポレーションは、お笑い部門・劇団 O.Z.E・タレント部門の

約 50 名の演者が所属する沖縄の芸能事務所で、県内の芸人やタレントが SDGs

を学び、お笑いを通して県民と共に成長できるコンテンツを制作し、発信し

ています。 

SDGs とは何か？から始まり、SDGs が目標とする 17 のゴールをわかりやす

く伝える「SDGs 漫才」や、コントで SDGs をわかりやすく解説する「SDGs マ

ン」など、“よくありそうな日常の風景だが、SDGs の視点から見るとおかし

なこと”をなるべく面白く、わかりやすく伝える活動しています。 

 

 

図 12 左：SDGs 漫才の様子（YouTube 配信）／ 

右：オリジン SDGs げきじょう「SDGs マン」 

 

⑦ プロサッカークラブ×SDGs で子どもたちに夢と希望を（FC 琉球（運営：琉球

フットボールクラブ株式会社）） 

FC 琉球は沖縄市を中心に沖縄県全県をホームタウンとする、県内で唯一 J

リーグに加盟しているプロサッカークラブです。 

子どもたちがプロスポーツを見て、将来の夢や目標を持つ大切さを感じて

ほしいという思いから、県内の小学生を無料でスタジアムに招待する「夢パ

スプロジェクト」や、専門家と一緒にジンベイザメに関する特別講演やワー

クショップを実施する絶滅危惧種を守る啓発活動など、プロサッカークラブ

としての特性や発信力を活かし、様々な活動を行っています。 
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図 13 左：夢パスプロジェクトで子どもたちが試合観戦している様子／ 

右：試合会場で実施した海洋保全に関する特別講演(協力：沖縄美ら島財団)の様子 

 

⑧ 「農業と水産業の垣根をとりさり、世界の若者が主役として食を育て提供する

循環社会」を目指す研究活動（琉球大学 研究推進機構 共創拠点運営部門 特

命教授 研究開発課題リーダー 羽賀史浩氏） 

琉球大学が取り組む「資源循環型共生社会実現に向けた農水一体型サステ

イナブル陸上養殖のグローバル拠点事業」では、再生可能エネルギーや廃棄

食料の資源化の技術等をデジタルで連携し、資源を循環させてヤイトハタ81等

の陸上養殖や植物の水耕栽培を一体的に行う、農水一体養殖技術の開発等に

取り組んでいます。 

また、プロジェクトに興味を持った人の交流の場である「農水一体型サス

テイナブル陸上養殖共創コンソーシアム」を立ち上げました。 

 

 

図 14 左：コンソーシアムにおける「未来デザインワークショップ」の様子／ 

右：プロジェクトに取り組む学生たち 

                         
81 琉球大学の技術によって陸上養殖されたヤイトハタを、県内向けには「琉大ミーバ

イ」、県外向けには「美らハタ」というブランド名で商標登録を行い、発信している。 
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⑨ 家具の循環消費で環境を守りながら暮らしを豊かに（株式会社大川） 

株式会社大川は「沖縄の暮らしをもっと楽しく、豊かにしたい」という思い

のもと、家具インテリアの小売事業を中心に複数の事業を展開しています。 

株式会社大川では、家庭で不要になった中古の家具を預かり、委託販売を

行う家具のリサイクル「ReOK」を行っています。不要な家具の廃棄量削減に貢

献できるとともに、委託代行販売という形態にすることで、出品者は家具の

価格を自身で決めることができ、SDGs のゴールである「つくる責任つかう責

任」を感じることにつながります。また、買い手のつかなかった家具は、全て

自社で解体・分別することで、資材としてリサイクルしています。 

 

 

図 15 左：ReOK の店の様子／右：傷みや汚れで販売できない家具を解体する様子 

 

⑩ Yummy！UCHINA（ヤミー！ウチナー）地域応援プロジェクト（オキコ株式会社） 

オキコ株式会社は、 

「おいしい幸せ」を合言葉に沖縄県内でパンなどの製造・販売を行うオキ

コ株式会社では、「Yummy！UCHINA 地域応援プロジェクト」を立ち上げ、市町

村と連携しながら、地域の特産物を活かした商品開発や、様々な体験イベン

トの企画を行っています。開発したコラボ商品は 40 種類以上にのぼり、地域

活性化や、地域の農産物の認知度と興味関心を高めるきっかとなっています。 

また、県の食糧支援事業である「おきなわこども未来ランチサポート」に毎

月一定数の食糧支援を行うことで、子どもの貧困解消にも貢献しています。 



 

42 

 

図 16 左：北中城村とのコラボ商品 

／右：おきなわこども未来ランチサポートへの食糧支援 

 

⑪ 農林中央金庫の取組 

（今後追記） 
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第６章 モニタリング推進体制 

 

「沖縄県 SDGs 実施指針」において定められているとおり、SDGs 推進のための広

義のプラットフォームである「沖縄 SDGs 推進プラットフォーム」内の推進本部に

おいて、取組状況のモニタリング・見直しを行います。 

本報告書の作成については、幅広い関係者（行政・自治体、民間セクター、市民

社会組織、教育機関、県民、女性、若者、各種団体等）が参画する SDGs 専門部会

からの意見を踏まえて更新します。 

また、「SDGs アドバイザリーボード」にて、国内外の SDGs に関する知見を有す

る有識者から得た意見・助言を反映し、正式に報告書として決定します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 17 モニタリング推進体制 
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人
（

R1
3)

14
高

齢
者

が
安

心
して

元
気

に
暮

らせ
る

社
会

を
実

現
す

る
。

65
歳

以
上

就
業

率
（

年
平

均
値

）
23

.1
％

（
R3

)
24

.1
%

（
R4

)
進

展
50

.0
%

25
.1

%
(R

13
)

15
安

心
して

子
育

て
が

で
き

る
環

境
の

形
成

を
実

現
す

る
。

この
地

域
で

子
育

て
を

した
い

と思
う親

の
割

合
94

.8
%

(R
元

年
度

）
95

.6
%

（
R3

年
度

）
進

展
11

4.
3%

95
.5

%
（

R6
年

度
）

16
安

心
して

子
育

て
が

で
き

る
環

境
の

形
成

を
実

現
す

る
。

保
育

所
等

入
所

待
機

児
童

数
（

顕
在

・潜
在

）
2,

58
1人

(R
3.

4.
1)

2,
66

4人
(R

5)
後

退
-4

.4
%

67
3

（
R9

.4
.1

）

17
生

活
困

窮
世

帯
の

子
ども

や
世

帯
を

支
援

す
る

官
民

の
枠

組
み

が
充

実
し、

子
ども

達
が

生
き

生
き

と活
動

で
き

る
環

境
の

形
成

を
実

現
す

る
。

沖
縄

子
ども

調
査

に
よ

る
困

窮
世

帯
の

割
合

23
.2

%
（

R3
)

23
.2

%
(R

3)
ー

ー
19

.8
%

（
R8

）

18
生

活
困

窮
世

帯
の

子
ども

や
世

帯
を

支
援

す
る

官
民

の
枠

組
み

が
充

実
し、

子
ども

達
が

生
き

生
き

と活
動

で
き

る
環

境
の

形
成

を
実

現
す

る
。

沖
縄

子
ども

の
未

来
県

民
会

議
サ

ポ
ー

ター
（

個
人

）
会

員
数

28
5口

(R
2)

36
1口

(R
5)

進
展

10
7.

0%
35

6口
(R

7)

【優
先

課
題

②
】　

医
療

・福
祉

の
充

実
、健

康
長

寿
と生

き
が

い
、子

ども
を

貧
困

か
ら守

る
子

育
て

しや
す

い
暮

らし

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

2



19
生

ま
れ

育
った

地
域

の
歴

史
や

文
化

等
を

学
び

、地
域

へ
の

愛
着

と
誇

りを
持

った
若

者
が

活
躍

す
る

社
会

を
実

現
す

る
。

しま
くと

ぅば
を

挨
拶

程
度

以
上

使
う人

の
割

合
28

.6
%

（
R3

）
39

%
(R

4)
進

展
33

.1
%

60
.0

％
（

R1
3）

20
生

ま
れ

育
った

地
域

の
歴

史
や

文
化

等
を

学
び

、地
域

へ
の

愛
着

と
誇

りを
持

った
若

者
が

活
躍

す
る

社
会

を
実

現
す

る
。

学
校

公
演

鑑
賞

後
に

組
踊

・沖
縄

伝
統

芸
能

を
理

解
した

児
童

生
徒

の
割

合
84

％
（

R2
）

86
%

（
R4

)
進

展
33

.3
%

90
%

（
R1

3）

21
時

代
に

対
応

し、
生

き
る

力
を

育
む

、多
様

な
学

び
の

環
境

の
形

成
を

実
現

す
る

。
将

来
の

夢
や

目
標

を
持

ち
、自

らや
る

と決
め

た
こと

を
や

り遂
げ

る
よ

う
に

して
い

る
児

童
生

徒
の

割
合

小
学

校
81

.2
中

学
校

73
.2

（
R3

)

小
学

校
81

.9
中

学
校

69
.4

（
R5

)
後

退
小

学
校

25
%

中
学

校
-

13
5.

7%

小
学

校
84

.0
中

学
校

76
.0

（
R1

3)

22
充

実
した

人
生

10
0年

時
代

、再
チ

ャレ
ンジ

を
支

え
る

学
び

の
環

境
を

実
現

す
る

。
教

育
訓

練
給

付
金

の
受

給
者

数
（

10
万

人
あ

た
り）

40
.6

人
(R

1)
42

.2
人

(R
3)

進
展

37
.2

%
44

.9
人

(R
13

)

23
充

実
した

人
生

10
0年

時
代

、再
チ

ャレ
ンジ

を
支

え
る

学
び

の
環

境
を

実
現

す
る

。
県

・市
町

村
に

お
け

る
生

涯
学

習
講

座
の

受
講

者
数

47
,1

29
人

(R
2)

96
,4

46
人

（
R5

)
進

展
36

.6
%

18
2,

00
0人

(R
13

）

24
魅

力
的

な
観

光
産

業
の

展
開

と生
物

多
様

性
の

両
立

に
よ

り、
世

界
に

誇
る

持
続

可
能

な
観

光
地

（
サ

ス
テ

ナ
ブ

ル
・ツ

ー
リズ

ム
等

）
の

形
成

を
実

現
す

る
。

持
続

可
能

な
観

光
を

推
進

す
る

た
め

の
取

組
が

行
わ

れ
て

い
る

と感
じ

た
観

光
客

の
割

合
40

.7
%

（
R4

)
42

.2
%

（
R5

)
進

展
5.

1%
70

%
(R

13
)

25
観

光
との

連
携

・相
乗

効
果

な
ども

活
用

し、
県

内
企

業
の

稼
ぐ力

を
強

化
す

る
こと

で
、域

内
経

済
循

環
の

拡
大

や
県

民
所

得
の

向
上

を
実

現
す

る
。

月
間

現
金

給
与

額
（

「き
ま

って
支

給
す

る
給

与
」の

全
産

業
平

均
値

」
22

万
円

(R
2)

22
万

円
（

R4
）

維
持

0.
0%

23
万

円
(R

6)

26
沖

縄
県

産
農

林
水

産
物

の
ブ

ラン
ド化

に
よ

る
県

外
消

費
と地

産
地

消
の

促
進

に
よ

り農
業

・林
業

・水
産

業
の

産
出

額
等

の
拡

大
を

実
現

す
る

。

農
林

漁
業

産
出

額
（

内
訳

：
農

業
産

出
額

、林
業

産
出

額
、漁

業
産

出
額

）

計
 1

,1
09

億
円

農
業

91
0億

円
林

業
15

億
円

漁
業

18
4億

円
（

R2
）

計
 1

,1
17

億
円

農
業

92
2億

円
林

業
16

億
円

漁
業

17
9億

円
（

R3
）

進
展

2.
0%

計
 1

,5
00

億
円

農
業

1,
20

5億
円

林
業

16
億

円
漁

業
27

9億
円

（
R1

3）

【優
先

課
題

④
】　

基
幹

産
業

とし
て

持
続

可
能

で
責

任
あ

る
観

光
（

サ
ス

テ
ナ

ブ
ル

／
レ

ス
ポ

ンシ
ブ

ル
ツー

リズ
ム

）
の

推
進

、観
光

との
連

携
・相

乗
効

果
等

も
活

用
した

産
業

振
興

（
農

林
水

産
業

に
お

け
る

ブ
ラン

ド化
等

）
、県

経
済

の
基

盤
とな

る
安

定
的

な
雇

用

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

【優
先

課
題

③
】　

地
域

へ
の

誇
り（

しま
くと

ぅば
の

普
及

・推
進

等
）

と夢
・目

標
を

も
て

る
学

び
の

確
保

、教
育

の
充

実

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

3



27
科

学
技

術
・イ

ノベ
ー

シ
ョン

に
よ

り、
健

康
・バ

イオ
・医

療
関

連
分

野
島

に
お

い
て

、新
た

な
産

業
等

が
創

出
され

、持
続

可
能

な
産

業
振

興
を

実
現

す
る

。
ス

ター
トア

ップ
企

業
創

出
数

（
累

計
）

―
13

社
（

R5
)

進
展

13
.0

%
10

0社
（

R1
3)

28
働

く意
欲

の
あ

る
人

に
雇

用
の

機
会

が
確

保
され

、沖
縄

社
会

全
体

で
、完

全
か

つ
生

産
的

な
雇

用
を

実
現

す
る

。
就

業
率

（
年

平
均

値
）

60
.0

%
（

R3
）

60
.7

%
(R

4)
進

展
35

0.
0%

60
.2

%
(R

13
)

29
ア

ジ
ア

・太
平

洋
の

国
際

物
流

拠
点

とし
て

確
率

され
、公

平
で

開
か

れ
た

貿
易

環
境

を
実

現
す

る
。

那
覇

空
港

の
貨

物
取

扱
量

那
覇

港
の

外
貿

取
扱

貨
物

量

空
港

18
万

トン
（

R2
年

）
那

覇
港

12
1.

3万
トン

（
R元

年
）

空
港

18
万

トン

那
覇

港
12

4万
ト

ン（
R4

年
速

報
値

）

進
展

0%
11

.4
%

空
港

33
万

トン
（

R1
3年

）
那

覇
港

14
5万

ト
ン（

R1
3）

※
港

湾
計

画
改

訂
（

R4
年

度
末

予
定

）
に

お
け

る
数

値
と異

な
る

可
能

性
が

あ
る

30
情

報
通

信
産

業
が

稼
げ

る
産

業
へ

と変
革

し、
産

業
DX

を
支

え
る

パ
ー

トナ
ー

とし
て

、沖
縄

の
産

業
の

持
続

的
発

展
に

寄
与

す
る

こと
を

実
現

す
る

。
情

報
通

信
産

業
に

お
け

る
従

業
者

１
人

当
た

りの
売

上
額

1,
09

3万
円

（
R3

）
1,

09
3万

円
（

R4
)

維
持

0.
0%

1,
25

0万
円

（
R1

3）

31
気

候
関

連
災

害
・自

然
災

害
に

対
す

る
強

靭
さ（

レ
ジ

リエ
ンス

）
を

備
え

た
地

域
づ

くり
・ま

ち
づ

くり
を

実
現

す
る

。
防

災
拠

点
とな

る
公

共
施

設
等

の
耐

震
化

率
92

.4
%

（
R2

）
94

.3
%

(R
3)

進
展

28
.8

%
99

.0
％

（
R1

2）

32

20
50

年
度

カー
ボ

ンニ
ュー

トラ
ル

の
実

現
に

向
け

、本
県

の
地

域
特

性
に

合
った

クリ
ー

ンエ
ネ

ル
ギ

ー
の

導
入

拡
大

や
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
対

策
の

推
進

、二
酸

化
炭

素
吸

収
源

対
策

等
が

進
み

、災
害

に
強

い
島

しょ
型

の
脱

炭
素

社
会

に
向

け
た

基
盤

形
成

を
実

現
す

る
。

１
人

当
た

りの
二

酸
化

炭
素

排
出

量
7.

9t
-C

O
₂/

人
（

H3
0）

7.
1t

-C
O

₂/
人

（
R2

）
進

展
25

.8
%

4.
8t

-C
O

₂/
人

(R
13

)

【優
先

課
題

④
】　

基
幹

産
業

とし
て

持
続

可
能

で
責

任
あ

る
観

光
（

サ
ス

テ
ナ

ブ
ル

／
レ

ス
ポ

ンシ
ブ

ル
ツー

リズ
ム

）
の

推
進

、観
光

との
連

携
・相

乗
効

果
等

も
活

用
した

産
業

振
興

（
農

林
水

産
業

に
お

け
る

ブ
ラン

ド化
等

）
、県

経
済

の
基

盤
とな

る
安

定
的

な
雇

用

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

【優
先

課
題

⑥
】　

気
候

変
動

に
適

応
す

る
強

靭
な

イン
フラ

と交
通

網
の

整
備

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

【優
先

課
題

⑤
】　

日
本

とア
ジ

ア
・太

平
洋

の
架

け
橋

とな
る

物
流

・情
報

・金
融

の
拠

点

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

4



33

20
50

年
度

カー
ボ

ンニ
ュー

トラ
ル

の
実

現
に

向
け

、本
県

の
地

域
特

性
に

合
った

クリ
ー

ンエ
ネ

ル
ギ

ー
の

導
入

拡
大

や
省

エ
ネ

ル
ギ

ー
対

策
の

推
進

、二
酸

化
炭

素
吸

収
源

対
策

等
が

進
み

、災
害

に
強

い
島

しょ
型

の
脱

炭
素

社
会

に
向

け
た

基
盤

形
成

を
実

現
す

る
。

再
生

可
能

エ
ネ

ル
ギ

ー
電

源
比

率
8.

2%
（

R2
）

11
.1

%
（

R3
)

進
展

29
.6

%
18

％
(挑

戦
的

な
目

標
26

%
)（

R1
2）

34
環

境
と人

に
優

しい
地

域
づ

くり
、交

通
網

・ま
ち

づ
くり

を
実

現
す

る
。

公
共

交
通

利
用

者
数

28
,7

21
千

人
（

R2
）

29
,9

60
千

人
（

R3
)

進
展

3.
1%

69
,0

00
千

人
（

R1
3)

35
環

境
と人

に
優

しい
地

域
づ

くり
、交

通
網

・ま
ち

づ
くり

を
実

現
す

る
。

県
公

用
車

の
EV

・P
HV

導
入

台
数

１
台

（
R2

)
13

2
（

R5
)

進
展

21
.9

%
60

0台
（

R1
2)

36
美

しく
豊

か
な

自
然

が
保

全
され

、生
物

多
様

性
の

維
持

を
実

現
す

る
。

重
点

対
策

種
等

の
排

除
・根

絶
地

域
数

0地
域

（
R2

)
0

(R
5)

維
持

0.
0%

4地
域

（
R1

3)

37
美

しく
豊

か
な

自
然

が
保

全
され

、生
物

多
様

性
の

維
持

を
実

現
す

る
。

監
視

海
域

に
お

け
る

赤
土

等
年

間
流

出
量

14
1,

17
2ト

ン
（

R3
）

14
1,

17
2ト

ン
（

R3
）

ー
ー

80
,1

01
トン

（
R1

3）

38
持

続
可

能
な

消
費

・開
発

、自
然

と調
和

した
ライ

フス
タイ

ル
の

形
成

、廃
棄

物
削

減
な

どに
よ

って
資

源
循

環
型

の
社

会
を

実
現

す
る

。
一

般
廃

棄
物

及
び

産
業

廃
棄

物
の

リサ
イク

ル
率

一
般

廃
棄

物
16

.6
%

産
業

廃
棄

物
51

.1
%

（
R2

)

一
般

廃
棄

物
15

.8
%

産
業

廃
棄

物
45

.2
%

（
R3

)

後
退

一
般

廃
棄

物
-1

9.
0%

産
業

廃
棄

物
1,

18
0%

一
般

廃
棄

物
20

.8
%

産
業

廃
棄

物
50

.6
%

（
R6

)

39
持

続
可

能
な

消
費

・開
発

、自
然

と調
和

した
ライ

フス
タイ

ル
の

形
成

、廃
棄

物
削

減
な

どに
よ

って
資

源
循

環
型

の
社

会
を

実
現

す
る

。
食

品
ロス

量
61

.4
50

ｔ
（

R3
実

態
調

査
）

54
,3

32
ｔ

（
R4

実
態

調
査

）
進

展
68

.1
%

51
.0

04
ｔ

（
R1

3）

【優
先

課
題

⑥
】　

気
候

変
動

に
適

応
す

る
強

靭
な

イン
フラ

と交
通

網
の

整
備

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

【優
先

課
題

⑦
】　

多
様

な
生

物
・生

態
系

や
世

界
自

然
遺

産
を

含
む

自
然

に
囲

ま
れ

た
環

境
の

保
全

、エ
コア

イラ
ンド

の
実

現
、自

然
と調

和
した

ライ
フス

タイ
ル

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

5



40
基

地
か

ら派
生

す
る

諸
問

題
の

解
決

が
進

ん
で

い
る

。
米

軍
基

地
関

係
事

件
・事

故
数

（
刑

法
犯

含
む

）
10

9件
（

R2
年

）
14

2
（

R4
)

後
退

ー
可

能
な

限
り減

少
させ

る
(R

13
)

41
基

地
か

ら派
生

す
る

諸
問

題
の

解
決

が
進

ん
で

い
る

。
航

空
機

騒
音

環
境

基
準

達
成

率
73

%
（

R2
)

72
%

(R
4)

後
退

11
.1

%
82

%

42
平

和
を

希
求

す
る

「沖
縄

の
ここ

ろ
」が

継
承

され
、国

内
外

に
広

く発
信

され
、世

界
平

和
へ

の
貢

献
を

実
現

す
る

。
平

和
祈

念
資

料
館

に
よ

る
平

和
講

話
等

の
実

施
学

校
数

52
校

（
R2

）
10

9
(R

5)
進

展
17

8.
1%

84
校

(R
4)

43
平

和
を

希
求

す
る

「沖
縄

の
ここ

ろ
」が

継
承

され
、国

内
外

に
広

く発
信

され
、世

界
平

和
へ

の
貢

献
を

実
現

す
る

。
平

和
に

関
す

る
社

会
貢

献
活

動
に

取
り組

む
個

人
や

団
体

の
数

（
累

計
）

6団
体

（
R2

）
12 (R
5)

進
展

20
.0

%
36

団
体

（
R1

2)

44
行

政
、家

庭
、企

業
、ボ

ラン
テ

ィア
等

の
地

域
社

会
を

構
成

す
る

各
主

体
が

一
体

とな
って

防
災

・防
犯

に
取

り組
み

、安
全

・安
心

に
暮

らせ
る

地
域

を
実

現
す

る
。

飲
酒

絡
み

交
通

人
身

事
故

の
構

成
率

1.
8％

（
R3

）
3.

06
%

(R
5)

後
退

-1
44

.4
%

0.
9％

（
R1

2)

45
社

会
的

弱
者

に
対

す
る

犯
罪

等
の

防
止

や
被

害
者

等
へ

の
支

援
の

た
め

の
体

制
や

環
境

の
構

築
を

実
現

す
る

。
配

偶
者

暴
力

相
談

件
数

2,
09

2件
（

R3
.4

.1
)

2,
56

3件
（

R3
年

度
）

進
展

10
2.

8%
2,

55
0件

（
R1

3)

46
社

会
的

弱
者

に
対

す
る

犯
罪

等
の

防
止

や
被

害
者

等
へ

の
支

援
の

た
め

の
体

制
や

環
境

の
構

築
を

実
現

す
る

。
過

去
1年

間
の

児
童

相
談

所
に

お
け

る
児

童
虐

待
相

談
の

対
応

件
数

1,
83

5件
(R

2)
2,

58
5件

（
R4

年
度

）
後

退
－

減
少

へ

47
地

域
課

題
に

行
政

・地
域

・企
業

等
の

多
様

な
関

係
者

が
持

ち
味

を
い

か
しつ

つ
連

携
して

推
進

す
る

パ
ー

トナ
ー

シ
ップ

を
通

じて
、共

助
・

共
創

型
の

社
会

を
実

現
す

る
。

Ｎ
Ｐ

Ｏ
と県

との
協

働
事

業
数

39
8事

業
（

R2
）

52
6事

業
(R

5)
進

展
33

.3
%

78
2事

業
（

R1
2)

48
地

域
課

題
に

行
政

・地
域

・企
業

等
の

多
様

な
関

係
者

が
持

ち
味

を
い

か
しつ

つ
連

携
して

推
進

す
る

パ
ー

トナ
ー

シ
ップ

を
通

じて
、共

助
・

共
創

型
の

社
会

を
実

現
す

る
。

お
き

な
わ

SD
Gs

プ
ラッ

トフ
ォー

ム
の

登
録

団
体

数
40

7団
体

（
R3

)
※

お
きな

わ
SD

Gs
パ

ー
トナ

ー
登

録
団

体
数

12
04

団
体

（
R5

)
進

展
13

4.
4%

1,
00

0団
体

（
R1

2)

【優
先

課
題

⑨
】　

共
助

・共
創

型
の

安
全

・安
心

な
社

会
の

実
現

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

【優
先

課
題

⑧
】　

基
地

か
ら派

生
す

る
諸

問
題

の
解

決
の

促
進

、平
和

を
希

求
す

る
沖

縄
とし

て
世

界
平

和
へ

の
貢

献
・発

信

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

6



49
県

民
一

人
ひ

とり
が

地
域

活
動

に
積

極
的

に
参

画
す

る
ロー

カル
パ

ー
トナ

ー
シ

ップ
が

充
実

した
社

会
を

実
現

す
る

。
県

内
市

町
村

社
協

へ
登

録
して

い
る

ボ
ラン

テ
ィア

団
体

総
数

70
9団

体
 (

R3
)

71
2団

体
（

R5
)

進
展

3.
3%

80
0団

体
（

R8
)

50
県

民
一

人
ひ

とり
が

地
域

活
動

に
積

極
的

に
参

画
す

る
ロー

カル
パ

ー
トナ

ー
シ

ップ
が

充
実

した
社

会
を

実
現

す
る

。
自

主
防

災
組

織
率

33
%

（
R2

）
40

.6
%

(R
4)

進
展

16
.2

%
80

％
（

R1
2)

51
地

域
の

伝
統

行
事

や
文

化
に

若
い

世
代

が
参

加
す

る
機

会
が

増
え

、
次

世
代

へ
の

継
承

を
実

現
す

る
。

県
の

支
援

した
伝

統
芸

能
関

係
団

体
が

実
施

した
イベ

ント
（

公
演

等
）

の
参

加
者

数
11

,8
21

人
（

R1
）

35
,7

83
人

（
R5

)
進

展
29

3.
0%

20
,0

00
人

（
R1

3）

52
離

島
等

の
魅

力
を

活
か

した
地

域
間

の
交

流
が

活
発

に
行

わ
れ

る
と

とも
に

、住
民

が
安

心
して

生
活

で
き

る
社

会
を

実
現

す
る

。
離

島
・過

疎
地

域
人

口
社

会
増

数
離

島
△

70
人

過
疎

７
人

（
R3

)

離
島

11
人

過
疎

13
2人

(R
4)

進
展

増
加

増
加

（
令

和
３

年
10

月
～

令
和

13
年

9
月

の
累

計
）

（
R1

3）

53
世

界
の

ウチ
ナ

ー
ンチ

ュと
の

交
流

が
活

発
に

行
わ

れ
、次

世
代

へ
安

定
的

に
継

承
され

て
い

く環
境

の
形

成
を

実
現

す
る

。
「世

界
の

ウチ
ナ

ー
ネ

ット
ワ

ー
ク」

サ
イト

の
ア

クセ
ス

数
（

累
計

）
16

,0
15

件
（

R3
年

）
27

,4
42

件
（

R5
)

進
展

22
.9

%
66

,0
15

件
（

Ｒ
13

年
）

54
伝

統
文

化
・歴

史
・伝

統
行

事
を

若
い

世
代

が
継

承
し、

世
代

や
国

を
超

え
た

発
信

を
行

い
、多

様
な

交
流

が
広

が
って

い
る

社
会

を
実

現
す

る
。

県
内

文
化

施
設

の
稼

働
状

況
31

.6
%

（
R2

）
54

.9
％

（
R5

)
進

展
68

.3
%

65
.7

％
（

R1
3)

55
伝

統
文

化
・歴

史
・伝

統
行

事
を

若
い

世
代

が
継

承
し、

世
代

や
国

を
超

え
た

発
信

を
行

い
、多

様
な

交
流

が
広

が
って

い
る

社
会

を
実

現
す

る
。

県
外

に
お

け
る

「空
手

発
祥

の
地

・沖
縄

」の
認

知
率

36
.8

%
（

R3
）

30
.8

%
(R

4)
後

退
-1

5.
3%

76
%

(R
13

)

56
多

様
な

文
化

や
ス

ポ
ー

ツ等
の

活
動

や
交

流
、地

域
の

資
源

を
活

か
した

、地
域

活
性

化
や

産
業

振
興

、国
際

交
流

を
実

現
す

る
。

ス
ポ

ー
ツコ

ンベ
ンシ

ョン
開

催
に

お
け

る
消

費
額

32
億

（
R2

）
45

億
(R

3)
進

展
7.

7%
20

0億
（

R1
3）

57
多

様
な

文
化

や
ス

ポ
ー

ツ等
の

活
動

や
交

流
、地

域
の

資
源

を
活

か
した

、地
域

活
性

化
や

産
業

振
興

、国
際

交
流

を
実

現
す

る
。

県
が

支
援

した
文

化
交

流
イベ

ント
の

参
加

者
数

73
,4

93
人

(R
1)

26
,0

05
人

（
R5

)
後

退
-8

2.
6%

13
1,

00
0

（
R1

3)

【優
先

課
題

⑪
】　

地
域

・世
代

・分
野

・文
化

等
を

超
え

た
多

様
な

交
流

と連
携

の
創

出

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

【優
先

課
題

⑩
】　

ユ
イマ

ー
ル

（
相

互
扶

助
）

の
継

承
、人

の
和

・地
域

の
和

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

7



58
沖

縄
の

技
術

や
経

験
を

世
界

の
島

しょ
地

域
に

発
信

・共
有

す
る

こと
で

国
際

貢
献

を
促

進
す

る
。

国
際

協
力

・貢
献

活
動

に
関

わ
った

海
外

研
修

生
受

入
団

体
数

18
団

体
 (

R3
年

度
)

24 （
R5

)
進

展
60

.0
%

28
団

体
（

Ｒ
13

年
）

59
世

界
各

国
との

技
術

交
流

の
推

進
を

通
じて

、グ
ロー

バ
ル

パ
ー

ト
ナ

ー
シ

ップ
を

促
進

す
る

。
国

内
外

に
お

け
る

ウチ
ナ

ー
ネ

ット
ワ

ー
クの

強
化

を
推

進
す

る
取

組
数

22
件

（
R3

年
度

）
34

件
（

R5
)

進
展

35
.3

%
56

件
（

Ｒ
13

年
度

）

【優
先

課
題

⑫
】　

世
界

の
島

しょ
地

域
に

お
け

る
技

術
・経

験
の

共
有

と国
際

貢
献

・グ
ロー

バ
ル

・パ
ー

トナ
ー

シ
ップ

N
o.

SD
G
s推
進
の
目
標

ロ
ー
カ
ル
指
標

当
初
値

R5
（
α）
年
度

状
況

進
捗

（
対
当
初
値
）

進
捗
度

（
対
目
標
値
）

目
標
値

8




